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HORII M isa 
Prevention 
佐***** 
本研究では, 学校におけるいじめ未然防止の取り組みをより実効性のあるものとするために, 学校 ・ 学級 ・ 児童生従の
実態を包括的に測定する尺度の開発に向けた予備的な調査を行った。 小 ・ 中 ・ 高校教師および大学生を対象と した面接調






高校生1941名の協力を得たデータの因子分析結果から, 個々の児童生従の力は “他者に関わる力” “相談行動”
“表現力” “セルフコ ント ロ ール力” “自尊感情”
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“スト レスマネジメ ント力” の6 因子に, また, 学級全体の力は 8 項
それぞれの力といじめ未然防止意識との関連から, 
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学校におけるいじめの研究は1980年代半ばから, 森田 ・ 
による 「いじめの四層構造」 を理論的枠組
に行われてきた。 それらの研究では, 被害
加害者 , 観衆 , 傍観者という それぞれの役割におけ
る心理的特性が検討され, 多 く の知見が積み重ねられて
きた。 下田(2014) は, 文部科学省によるスクールカウ
ンセラー活用事業が本格化した2001年以降の小 ・ 中学生
を対象と したいじめに関する心理学的研究をレビューし, 













応に関連があるという指摘 ( 岡安 ・ 高山, 
齋藤, 2001 ; 馬場 ・ 山本 ・ 加藤, 












; 朝倉, 2004等) は, ス
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験率には, いじめの様態の間い方や期間の設定の有無等
で回答に大きなばらつきがあるこ とが報告されている
(下田, 2014)。 しかし, 先に述べたように比較的長いス
パンで捉えたいじめ経験率は90% 以上である ( 国立教育
政策研究所, 2015) ことを考えると, ある一時点で加害
にも被害にも関わっていなかったと しても, いじめは児
重生徒の誰もが経験しう る事態であると言えよう。 さら
に, いじめは加害 ・ 被害の当事者より も, むしろそれ以
外の第三者的な立場にある者の態度によって助長された
り抑制されたりすることも指摘されている (森田 ・ 清永, 



















(2014) は PDCA サイ クルに沿った点検と見直のために
客観的な指標のよる実態把握を推奨し, そのための具体
的なアンケート項目も提案している (国立教育政策研究
所, 2013)。 そこでは, いじめの原因究明や被害者 ・ 加
害者の特性解明等を目的とするのではなく, 速やかに実
施 ・ 集計ができ, 繰り返し行えることを重視して, 友人
関係と勉強に関する適応度, およびいじめや暴力の経験
を問う8 項目のみが例示されている (国立教育政策研究
所, 2013)。 しかしながら, その学校 ・ 学級の実態に即
したより実効性のある取り組みを行う ためには, “その
学校 ・ 学級の実態” を把握することが不可欠である。 い
じめの未然防止につながる要因を包括的に明らかにし, 
それぞれの学校, 学級や個々の児童生徒に不足している
部分を補うよう な取り組みを計画 ・ 実施することが, 実
効性を高めるこ とにつながるであろう。 そのためには,
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以上のことから本研究では, いじめ未然防止の取り組

















(1)調査協力者 小 ・ 中 ・ 高等学校の教員11名および大学
生17名に協力を依頼し, 2013年 8 月から12 月に面接調査
を実施した。協力者のうち小学校教員( 3 名) は長期研
修制度により大学院に在学している者, 中学校教員 ( 4 
名) はいじめ問題対応のための措置として当該年度に加
配された生徒指導担当, 高校教員 ( 4名) は心のサポー
ト システム研究開発校の担当者であった (男性 8 名, 女
性 3 名)。 大学生 (男性 7 名, 女性10名) には出身地





や表明が期待できる (山本 ・ 坂西, 1989) ためである。 
(2)調査内容 いじめが生じるきっかけ, 様態, 対応の在
り方, 防止に向けた取り組み等について, 半構造化面接
を実施した。 なお, 大学生に対しては小 ・ 中 ・ 高校時代
の経験を思い出して, 上記の内容についての率直な意見
を述べるよう求めた。 面接時間は1 時間程度であり, 教






内容の要約, 分類, 分析を行った。 その結果, いじめ発
生のプロセスについて次のよう にまとめられた。 まず, 
いじめのきっかけには 「喧 」 や 「相手に対する迷惑感」




の , 「遊び」 の延長, クラスメ ートの行動や身体

















るものであった(Table3)。 このう ち, 児童生徒の力は
『自分を支える力』(「スト レスマネジメ ント力」 「セルフ
コントロール力」 「自尊感情」) , 『他者と関わる力』 (「道
徳性」 「思いやり」 「他者理解」) , 『他者に働きかける力』
(「コミ ュニケーショ ン力」 「表現力」 「相談行動」) とい
う 3 つの側面にまとめられた。 また, 学級全体の力は
Tab l e1 いじめが生じるきつかけ
「仲間づく り」 「自治集団づく り」 「規律性」 とまとめら
れた。 これら12の力には, い じめ加害とス ト レス反応
(岡安・ 高山, 2000 ; 神藤・ 齋藤, 2001 ?  馬場 ・ 山本 ・ 加藤, 2002) , 攻撃性 (本間, 2003 ; 朝倉, 2004) , 自尊心
(本間, 2003) , 他者への非受容性 (田中, 2001) , クラス
成員間の協力性 (久保田, 2003) や排他性 (三島, 2003 ; 
大西・ 吉田, 2010 ; 本田, 2012) が関連するといった研
究結果と共通するものもあった。 一方, 個々の生徒の
「道徳性」 や 「思いやり」 はこれまでのいじめと関連づ
けた心理学的な研究では取り上げられていない要因であ
るが, これらは学校現場で教師が生徒に身に付けさせた
いと考えている力の第一位と第二位である (高旗 ・ 国吉, 









喧口華から発展 l 喧嘩をお互いで収め合うことができずに、 いじめという形で継続していく 
相手に対する迷惑感 l 被害者となる児童生徒の問題行動や、 言動、 コ ミュニケーショ ン、 運動能力差等に対する迷惑感がきっかけとなる 被害者となる児重生徒の言動によって迷惑感を感じた児重生徒が、 いじめによってその思いを表現する 
嫉妬や妬みから発展 l 同性の友人または恋愛に関わる異性の取り合い 大人びている児重生徒への嫉妬 自分と同じ物を持っている児童生徒への妬み 
誤解から発展 l 「呼んだのに無視された」 等、 些細な誤解によって立腹し、 いじめによってその思いを表現する 
遊びから発展 l 遊びと して合意の上でのからかいや身体接触、 いじり等が度を超えてしまう 上下関係が生まれるといじめに発展しやすい 整ま「、い l 被害者となる児童生徒の身体的な特徴や、 発達的な特性、 言動の内容などをからかうことから発展 
Tab l e2 いじめの予兆










被害者の変化 l い ': -L' 1 1 - 、 一人で追 様子がい一:: 求めてく る と関係のな ごしたり していもと違う いところで欠席一( 部;i 二l '、一' : 
一1 1 - i が現れたときなどに、 「なんとなくお 
遺い、 靴のかかと を踏んでいるなど、 
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Tab l e3 いじめ未然防止のために育むべき力
個々の児童生徒の力 
A 自分を 
a l ス 
a 2 セ 














一t感をもっている - 0言; 
B 他者と関わる力 
b l 道徳性 
b 2 思いやり 
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(学級レベル) という2 項目であった。 個人レベルの項
いじめ未然防止につながる個々の児重生徒の力の因子分析結果 ( 主因子法 ・ プロマックス回転) 
全アーータ l 学校種別 ・ 時期別データ
l n l III IV v l VI 小 , 9月 小 , 2月 中・9月 中・2月 高・9月l 高・2月 E者と関わる力 b2q14困っている人がいたら、 助けている b2q5落ち込んでいる人がいたら、 励ましている b2q23ひと りぼっちの子がいたら、 声をかけている bl q13友だちが悪いことをしようと しているときには止める b3q6自分と違う思いや考えの人のことも、 大切にしている b3q15自分とは合わない人でも、 その人の良いところは認めることができる bl q22友だちに迷惑をかけたと思ったら、 素直に謝る b3q24人の意見が自分と違うとき、 その人の立場に立って考えてみる ol q25相手がわかるように話す工夫をしている cl q7相手の話を最後までていねいに聞いている . 853 . 808 . 674 . 558 . 495 . 472 . 462 . 455 . 436 . 419 l - _ 002 . 059 -.070 -. 053 .064 -.015 .119 - _ 052 -.071 .069 - 011 . 001 .002 -.146 . 063 .040 . 046 _ 049 -. 054 .060 _ 043 . 040 .076 -.017 -.094 .043 -. 036 -_ 052 - 011 -.261 l _ 057 -.013 .043 .008 -.073 -.061 -.046 - _ 067 .028 .005 l - _ 242 -. 258 - 109 .037 .183 .200 .064 _ 279 .171 .087 l l 
第 n 因子 相談行動 
c3q18一人で解決できないときは誰かに、 相談する 
G3q9つらいことや困ったことがあったと きには、 誰かに助けてもら う 
o3q27つらいことや困ったことがあっても、 誰にも相談できない(*) 




o2q8いやなことをされたら、 相手に 「やめて」 と言える Il器l .業 一業i 器l 者l 基 l 
第 因子 セルフコントロール力 
a2q11つい調子に乗って、 はしやぎすぎてしまう(*) 
a2q20気に入らないことがあると、 すくに文句を言う(*) 





・業_報l ・器 ・器 業l Il 基 l 
第u 因子 ス ト レスマネジメ ン ト力 
al q1いやなことがあったとき、 こんなこともあるさと思って気にしない 
a2q2腹の立つことがあっても、 落ち着いて考えてから行動する 
al q19いやなことがあったら、 乗り越えるための工夫をする 





因子 V l _1 fl l .514 _ 252 -.051 -.332 .356 ※学校種別 , 時期別テータによる分析結果 の口一 マ数字は, 各項目が属する因子を 表している。 例えば 「I 」 は, その項目 が第 I 因子に属することを意味する。 
α係数 . 838 .7501 .604 .585 .6431 .5181 
※文頭の記号は Tab l e3で示したカテゴリのいずれに属する項目であるかを示している。 







得た A県下の公立小学校4校 ( 5 年生211名, 6 年生171 
名) , 中学校 4 校 ( 1 年生570名, 2 年生200名, 3 年生
133名) , 高等学校2校 ( 1 年生442名, 2 年生211名) の
合計1941名であった。各校には平成26年度9 月と2 月の
2 回に渡って協力を依頼したが, 倫理的配慮により無記







の分析結果は Table4 と Table5 に示 した通り であり, 
Table4において各項目の先頭に付した記号は, 面接調査
から抽出された力を整理したTable3と共通である。
個々の児童生徒の力の測定項目は 3 側面 9 種類で構成
していたが, 因子分析 (主因子法 ・ プロマックス回転) 
の結果, 固有値の推移および因子の解釈可能性から6 因
子解を採択した。 第1 因子は 『他者と関わる力』 を中心
と したまとまり となり, “他者と関わる力” 因子と命名
した。 第2 因子と第3 因子はどちらも 『他者に働きかけ
る力』 であり, 第 2 因子は “相談行動” 因子, 第 3 因子
は “表現力” 因子となっていた。 第4 因子, 第 5 因子, 
第 6 因子は 『自分を支える力』 であり, それぞれ “セル
フ コ ントロール力” “自尊感情” “スト レスマネジメ ン
ト力” の測定項目によって構成されていたため, それら
を因子名とした。 この因子構造は, 学校種別 (小 ・ 中 ・ 
高校) , 時期別 ( 9 月と2 月) に分析を行っても, 多少
の項目の移動はあるもののほぼ一貫しており, 因子の再
現性は高いことが確認された。 一方, 各因子のα係数は
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次に, 学級全体の力の測定項日に対しても因子分析
(主因子法) を試みたところ, 8 項目すべてが1 因子に
まとまることが示された。 そこで主成分分析を実施した
結果, すべての項目において第1 主成分に.4以上の負イ荷
量があることが確認された。 これは学校種別 ・ 時期別に








点を説明変数とする重回帰分析 (強制投入法) を試みた。 
なお, 本分析ではサンプル数の多 さによる第1 種の誤り
を回避するため, 有意水準を 1 %以下に設定するものと
した。 
個人レベルのいじめ未然防止意識に対する分析結果は
Table6 に示した通りである。 個々の児童生徒の力6 因子
のう ち5 つの因子が有意な影響を及ぼしており, そのう
ち 3 つ, すなわち “他者と関わる力” “表現力” “セル
フコ ントロール力” では, その力が高まるほどいじめ未
然防止意識が高まるという影響であった。 しかしながら
第 2 因子 “相談行動” と第6 因子 “ストレスマネジメ ン
ト力” では, 「い じめがあるとわかっていても関わらな
い」, つまりいじめに対する傍観者的な態度を促進する




であることも示唆された。 学校種別 ・ 時期別に分析した
結果では, 個々の力の第 1 因子 “他者と関わる力” が個
人レベルのいじめ未然防止意識に対して一貫して正の影
響を及ぼしていた。 また第6 因子 “スト レスマネジメ ン











をより実効性のあるものとするために, 学校 ・ 学級 ・ 児
童生徒の実態を包括的に測定する尺度の開発に向けた予
秋Table6 
光 ?子 松 本 剛 古 川 雅 文 北 川 真一郎 ? ? 武 ? 阿 部 浩 トー: 堀 井 美 佐
個人 レベルのい じめ未然防止意識に対 して個々の児童生徒の力 と学級全体の力が学級全体の力が及ぼす影響
全データ l 小学校9月 l 小学校2月 中学校9月 l 中学校2月 l 高校9月 l 高校2月 
β値 l 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率 β値 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率 
個人の力 , 他者と関わる力 
個人の力 , 相談行動 
個人の力 , 表現力 (*) 
個人の力 ・ セルフコントロール力(*) 
個人の力 , 自尊感情 
個人の力 ・ ス トレスマネジメ ント力 
学級全体の力 
一l . 061 . 157 . 075 , 041 . 227 -. 077 l . 008 . 000 . 000 , 077 . 000 . 000 , 123 , 072 .044 , 027 . 275 -, 117 l , 096 , 263 . 492 , 719 . 001 , 055 , 121 , 136 - .003 , 097 .099 -, 089 , 090 , 027 .966 , 208 . 265 , 153 一.065 . 160 , 061 .033 . 202 -.062 l .188 . 000 , 143 .493 . 000 .106 .016 . 177 , 084 .081 . 219 -.077 l .739 . 000 , 039 .097 . 000 .037 -. 414 .030 . 181 , 016 . 181 . 236 -, 015 l , 595 . 000 .746 . 001 . 000 , 741 一l , 050 . 134 . 092 , 010 . 176 -, 056 ,000 , 394 ,010 .064 , 863 . 003 , 196 
調整済みR2 . 7601 . 0001 . 038 . 0101 . 0821 . 001 . 055 . 0011 . 073 . 0011 . 090 . 0011 . 0341 . 001 
※いじめの未然防止意識項目は 「いじめがあると分かっていても関わらない」 であるため、 β値がマイナスであればいじめ未然防止意識に対する正の影響があることを意味するc
但し、(* ) を付した因子は因子分析結果において逆転項目になっているため、 β値がプラスであればいじめ未然防止意識に対する正の影響があることを意味する。 
Tab l e7 学級レベルのいじめ未然防止意識に対して個々の児重生徒の力と学級全体の力が学級全体の力が及ぼす影響
全データ l 小学校9月 l 小学校2月 中学校9月 l 中学校2月 l 高校9月 l 高校2月 
β値 l 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率 β値 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率l β値 有意確率 
個人の力 ・ 他者と関わる力 
個人の力 , 相談行動 
個人の力 , 表現力 (*) 
個人の力 , セルフコ ントロール力(*) 
個人の力 , 自尊感情 






- . 016 
. 466 l , 954 , 589 , 724 , 612 . 463 . 000 , 043 , 097 -, 005 , 105 .140 . 240 , 528 , 098 , 931 , 126 .055 ,000 l , 079 , 061 , 113 -, 076 .187 . 360 , 225 , 269 , 070 , 280 .021 . 000 -.055 -.083 -.012 -.057 -, 0g1 . 437 .216 .027 .738 .182 , 050 . 000 -.040 -.057 .035 -.041 -, 071 . 558 .313 .096 .295 .303 , 089 . 000 . 113 -, 016 -, 001 .007 -, 006 , 063 . 452 l , 754 , 974 , 873 , 903 . 228 . 000 , 084 , 047 -, 111 , 094 - . 048 . 474 . 925 , 101 , 304 , 011 , 060 .345 . 000 
調整済みR2 . 2911 . 0001 . 189 . 0011 . 2361 . 001 . 250 . 0011 . 390 . 0011 . 273 . 0011 . 2611 . 001 
※いじめの未然防止意識項目は 「クラスのいじめを知らんぶり しない」 であるため、 β値がプラスであればいじめ未然防止意識に対する正の影響があることを意味するc
但し、(* ) を付した因子は因子分析結果において逆転項目になっているため、 β値がマイナスであればいじめ未然防止意識に対する正の影響があることを意味する。 














































性は認められたと考えられる。 さ らに, 個人レベルおよ
び学級レベルのいじめ未然防止意識の測定項日との関連










たと言える。 学校においてはこのよう な力を育むこ とは
いじめの有無とは関係なく 常に求められていることであ
り, 普段からの取り組みがいじめの未然防止となりう る?とが示唆されたと言えよう。 
一方, 個々
防止意識に対




こ とが示されている (Table4)。 このこ とから, “自尊
感情” はいじめ未然防止に直接的に影響を及ぼすものと














“ス ト レスマネジメ ント力” の高さは 「いじめがある




方向で影響している こ とが示されたのである。 本研究で
















ほど 「関わらない」 ことを選択するのも不思議ではない。 
つまりこの結果は, いじめが児童生徒にとって 「どう し
よう もないもの」 と して認識されていること を示唆して
いると考えられる。 このよう に考えると, “相談行動”
が 「いじめに関わらない」 に正の影響を及ぼしていたと
いう結果にも重要な示唆が読み取れよう。 “相談行動”
因子は 「一人で解決できないとき」 や 「つらいことや困っ
たことがあったとき」 は誰かに相談する ・ 助けてもらう, 
という項目から構成されていた。 つまり この結果は, 学





たことを考えると, “相談行動” および “スト レスマネ
ジメ ント力” が示したこの結果は, 尺度の妥当性を弱め





く ためには, 「いじめはどう しよう もない」 「解決できな
い」 といった意識を変容させる必要があるだろう。 例え
ば 「自分では解決できないから相談する」 ことはいじめ














が必要であろう。 第二に, “相談行動” および “スト レ
スマネジメ ント力” の再定義と項目の修正である。 先述
のよう に, 本研究で示された “相談行動” と “スト レス
マネジメ ント力” に関する結果は意味深いものである。 
しかし, 面接調査ではこれらの力がいじめ未然防止に必
要であると指摘されており, 尺度作成の目的も 「いじめ
未然防止につながる力の測定」 であること を鑑みれば, 
いじめ抑制効果のある “相談行動” と “スト レスマネジ
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